

















































A Study on Process for Conducting of Recreational Activities  
in Accordance with Article 73 of National Public Service Act;  
Focusing on Recreational Basic Policy and Annual Plan from 1950 to 1955




















































































































計 画 作 成 日 1950年3月2日
計 画 目 的
国公法第73条にもとづくレクリエーション活動の健全な発展のために、各省庁間で統一した基本方
針を作成し、各省庁がこの方針の実現に努めること
作 成 機 関
作成機関：福祉関係担当官会議
案の作成：レクリエーション計画に関する小委員会











計 画 作 成 日 各年度の4月
計 画 目 的 行政機関が各年度に実施すべきレクリエーション活動の内容を明確にすること
作 成 機 関
作成機関：人事院
案の作成：福祉関係担当官会議












































































































































































レクリエーションの普及活動 ● ● 2
人事院主催イベントへの参加及び運営協力 ● ● ● ● ● 5
指導上の注意／医学的指導の奨励 ● 1
レクリエーション運動の生活化 ● 1
活動後の評価 ● ● 2
レクリエーション活動に関わる予算の適正配分 ● ● 2
レクリエーション活動の調査研究 ● ● 2
※ 「●」が、基本方針と一致する年次計画の項目である。表中の空欄は、当該年度の年次計画に基本方針の項目と一致
する項目がなかったことを表す。
※「●」には複数の項目が含まれる場合があり、必ずしも各年度の年次計画の項目数を示すものではない。
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各年度に行政機関が実施すべき内容を明確
にしたものであった。
3 ）   1950年度から1955年度の年次計画では、3
つの内容が取り扱われていた。第一は、各
行政機関の公務員がレクリエーション活動
に参加するための内容であった。第二は、
各行政機関が年次計画を作成するための
調査などを継続的に実施するための内容で
あった。第三は、当時の行政機関の課題で
あった「施設の活用」や「指導者養成」に
関する内容であった。
　以上から、基本方針と年次計画は行政機関内
部におけるものであり、国公法第73条にもとづ
くレクリエーション活動を計画的、且つ具体的
にプランニングしていた様子が伺えた。西谷24）
は、行政機関内部における計画の実効性（効力）
について、次のように指摘する。これらの計画
の実効性は、1）計画作成段階から関係機関が
参加することで、計画内容が関係機関の「約束」
となり、計画の実効性が高まる、2）より上位
の機関が計画の最終決定者となることで、組織
上の指揮監督権を通じて計画の実効性が担保さ
れる。この指摘を上記の結果1）に当てはめれ
ば、関係機関が計画作成段階から参加できる場
が福祉関係担当官会議であり、この会議が基本
方針の最終決定を行った場合でも、各行政機関
への伝達は人事院からの通達として発せられて
いた。つまり、基本方針と年次計画の作成手続
は西谷の指摘通りであり、これらの計画の実効
性は十分に担保されていたと推察できる。
　このように、基本方針と年次計画の実効性が
担保されていたことから、基本方針は国公法第
73条の下位計画にあたり、年次計画はその下に
位置づくものとして、計画の目的に記されただ
けでなく、実質的にも機能していたといえる。
この点は、上記「2結果（2）」で述べたように、
年次計画のみに示された項目が、基本方針に一
致する項目の内容を補完するものであったこと
からも明らかである。従って、結果3）に示した
3つの内容は、各行政機関が国公法第73条にも
とづくレクリエーション活動を普及・発展させ
るために実施した、最も具体的な方法を指して
いるといえよう。薗田25）によれば、戦後の日本
のレクリエーション活動の普及は、指導者養成
を中心に展開していた。この指摘にもとづき、
今後は、年次計画に示された3つの内容の「指
導者養成の強化」の内実を解明することを課題
としたい。
　本研究は2016年度中京大学体育研究所の共同
研究費を得て行われた。
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